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【評価調書様式３】

投資事業評価調書（継続：再評価〔第３回〕） 

部課室名 土木局港湾課
記入責任者職氏名
（担当者氏名）

港湾課長 大瓦 巌
（建設係長 雨宮 功）

内線
4440 
（4455）

事業種目 港湾事業 新規評価年度 － 現 計 画 再評価時点

事業採択年度 Ｈ９ 総事業費 ８７億円 ８６億円
事 業 名 姫路港廃棄物処理事業

着工年度 H９ 内漁 業 補 償 費 ８億円 ８億円

完成予定年度 Ｈ２８ Ｈ２２事業区間 網干
あぼ し

沖
おき

地区 再評価年度
H12 
H17 進 捗 率

(内補償進捗率) ９６％(100％） ９２％(100％）

所 在 地 姫路市 網干
あ ぼ し

区 興
おき

浜
はま

残事業費 ４億円 7億円

事 業 の 目 的 事業内容( )前回評価時

港湾の適正な管理を行うため播磨地域の港湾整備等により発生す

る浚渫土砂等を受け入れる処分地を確保する。

埋立護岸 Ｌ＝1,639ｍ(1,639m) 
〔負担割合 国:2.5/10 ,県: 7.5/10〕

○H17にこれまで播磨地区の浚渫土砂を受け入れてきた姫路港中島地区の埋立が完了し、当
該網干沖地区が播磨地区唯一の受入箇所となっている。

事業を取り巻く

社会経済情勢等

の変化

【前回評価時点からの事業計画の変更概要】
○前回の事業評価後、H16台風16号により被災した護岸の安全性の再検討を行った結果、当
初計画断面を補強することとなり、この補強工事のために浚渫土砂の受入が平成20年度か
らとなった。またこれまでの浚渫土砂受入実績が当初予定の約６割となったため、土砂受
入計画を再検討した結果、今後の受入期間を勘案して、完成予定を平成28年度とした。

進捗状況

○平成14年までに測量・調査・設計、漁業補償及び埋立免許を取得し、平成15年度から護岸
工事に着手した。
○平成16年台風16号により東護岸が被災したため、護岸の安定性を再検討し補強工事をH20
年度まで実施した。
○平成20年に護岸が概成し、浚渫土砂の受入を開始した。
○今後、土砂受け入れの進捗状況を見ながら、開口部を閉め切り、護岸上部工等を施工し、
事業完成を目指す。
○護岸L=1,639mうち1,558mは上部工残で概成。残工事はH28に完成予定（残事業費約4億円）

評価視点 評価結果の説明

審査会意見及び対応

方針

(H17年度 再々評価)

【審査会意見】
○埋立は有害物質が混入しな
いよう監視すること。
○埋立後の土地は地元ニーズ
を把握し有効な利用ができ
るようにすること。

【対応方針】
○廃棄物受け入れ期間中は、浚渫する箇所の底質調査
と浚渫土砂を受け入れる網干沖周辺の水質調査等を
毎年実施している。これまでに有害物質の混入等は
なく、今後も同様の調査により確認していく。
○埋立後の土地については有効な利用が図られるよう
今後、姫路市及び地元関係者と協議を進めて行く。

(1)必要性 ○土砂処分地の不足により、航路・泊地の維持浚渫ができないことから、船舶の航行
及び荷役に支障があり、海上保安部から早期浚渫の指導を受けていた。これらを解
消するため早急に土砂処分地の整備が必要である。
○姫路市内の住工混在地区を解消させるため、埋立後の土地については、都市機能用
地としての活用が求められている。
○臨海部では、工場立地が進んでおり、市民が憩える水辺空間を創出するための緑地
整備が望まれている。

(2)有効性
・効率性

○費用便益比 総事業B/C＝1.3(前回評価時 B/C＝2.6） 残事業B/C＝29.5
○埋立地を適正に管理するために土砂受入費を徴収することとしたため、 B/Cが減少
した。
○当処分地の整備により、H30年度まで播磨地域から発生する浚渫土砂等の受け入れが
可能となる。

(3)環境適合性 ○南護岸は、自然石を用いた緩傾斜式にすることにより、海藻や魚類等の生育環境を
確保するとともに、親水空間の創出を図る。

(4)優先性 ○播磨地域の港湾の航路等の安全確保や荷役効率を向上させるため、当該事業による

浚渫土砂を受け入れる処分地を整備する必要がある。
再
評
価
の
結
果

継続
左
の
理
由

浚渫土砂等の処分に対し、当該地区が播磨地区唯一の受入箇所であり、事業の必
要性は高い。また護岸の概成(９６％)により浚渫土砂の受入れも開始していること
から継続して事業を実施する必要がある。
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廃棄物処理事業 姫路港

事業進捗状況・予定

・Ｈ２３～Ｈ２８年度 【事業費 ３．６億円】
東護岸（本体工） L=81m、東護岸（上部工） L=539m
西護岸（上部工） L=471m、
南護岸（上部工） L=548m

全体

前回再評価まで
（実績）

過去5年間

今後６年間
（予定）

Ｈ９～Ｈ２８年度 【事業費 ８７億円】
・埋立護岸 Ｌ＝1,639ｍ

事業採択からＨ１７年度 【事業費 ７８．８億円】
・調査・設計 １式
・漁業補償１式
・東護岸（基礎工、本体工）L=539m、
南護岸（基礎工、本体工）L=548m、
西護岸（基礎工、本体工）L=238m

事業進捗状況概要図 （継続：再評価〔第３回〕）

事業名 港湾名

整備効果

護岸を概成させ、H20よ
り浚渫土砂の受け入れ
を開始する。

東護岸開口部及び護岸
（上部工）を施工し、浚
渫土砂受け入れ量を増
やす。

Ｈ１８～Ｈ２２年度 【事業費 ４．７億円】
・東護岸（裏込工） L=539m、南護岸（裏込工） L=548m、
西護岸（基礎工、本体工） L=233m （裏込工）L=471m

西護岸 東護岸

南護岸

浚渫土搬入用
開口部

81m

姫路港

H17まで

H18～H22

H23以降

凡 例
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H17まで

H18～H22

H23以降

凡 例

標 準 断 面 図 （南護岸）

浚渫土砂等

上部工（階段式）

地盤改良（ｻﾝﾄﾞﾄﾞﾚｰﾝ） H16台風16号の被災
後の再検討による補
強工事部分

H16台風16号による東護岸の被災状況

沈下

沈下沈下

移動
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航 空 写 真

東 護 岸

南 護 岸

西 護 岸

緑地等 A=約28ha

①西護岸

②南護岸

③東護岸（開口部）

①

③②
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１．前回評価時（H17）及び実施工程

２．Ｂ／Ｃ根拠説明資料
(1) 算定に用いた資料
・港湾整備事業の費用対効果分析マニュアル -2004-

(2) 便益（Ｂ）の項目

(3) 費用便益比の算出（総便益）

(4) 費用便益比の算出（残事業便益）

計

③新たな資産の
創出便益

6,220
埋立面積：
280,000m2

14,845

11,194 11,194 － 1.3

①輸送ｺｽﾄ減少便益 8,013
運搬距離減少：
158km→6km

②処分費減少便益 612
処分費減少：
1,800円/m3→360円/m3

Ｂ（便益） Ｃ（費用）
Ｂ／Ｃ

便益額（百万円） 代表的な効果
総費用
（百万円）

事業費
（百万円）

維持管理費

（百万円）

計

③新たな資産の
創出便益

3,554
埋立面積：
160,000m2

8,461

287 287 － 29.5

①輸送ｺｽﾄ減少便益 4,294
運搬距離減少：
158km→6km

②処分費減少便益 612
処分費減少：
1,800円/m3→360円/m3

Ｂ（便益） Ｃ（費用）
Ｂ／Ｃ

便益額（百万円） 代表的な効果
総費用
（百万円）

事業費
（百万円）

維持管理費

（百万円）

項目

土砂受入
（事業外）

15 16 17

設 計

漁業補償

護岸工事

年 度
～12 13 14 3024 25 26 27 28 2921 22 2319 2018

東護岸被災のため状況調査、安定性の再検討、再検討
後の追加工事等による事業期間の延伸（約4年）

公共事業削減による工事量減少に伴う建設発生土の
減少のため埋立期間の延伸 （7年間 → 11年間）

前回評価（H17)

実施・計画

凡 例

Ｂ（便益） 算 出 方 法

①輸送コスト減少便益
浚渫土砂の処分地が近くなることによる便益

整備前の浚渫土砂運搬費用－整備後の浚渫土砂運搬費用
＜浚渫土砂運搬費用＞
Σ｛（浚渫土量×運搬距離）－（浚渫土量×運搬距離＋浚渫土量×受入費）｝

②処分費減少による便益
陸上残土の処分料が安くなることによる便益

整備前の陸上残土処分料－整備後の陸上残土処分料
＜陸上残土運搬費用＞
Σ｛(陸上残土量×(処分料＋運搬費))－(陸上残土量×(受入費＋運搬費))｝

③新たな資産の創出による便益
埋立で土地が造成されることによる便益

埋立地面積×土地単価
※土地単価は国土交通省地価公示価格(平成22年1月)を補正
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